
入札審査課

システム担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B39
業者情報管理システム開発費 総務費 一般管理費 入札・契約管理費

なし 戦略項目

分野施策

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 4,477 418 4,059 △239

前年額 4,716 441 4,275

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

総務管
理費

事 業
期 間

平成15年度～ 根 拠
法 令

　業者情報管理システムは、県が建設工事等を発注する
際、必要となる業者に関する情報及び発注状況、工事成
績等を発注機関などに提供している。建設工事の発注の
際の事務処理の一翼を担っており、毎年度5,000件を超
える契約案件を処理している。　この業者システムの機
能修正を行う。

（１）機能修正　4,477千円

（１）事業内容
　　　　建設工事及び建設工事に関する設計・調査・測量業務委託に係る発注業務の支援及び契約情報の管理を
　　　行っている業者情報管理システムの機能修正を行う。
（２）事業計画
　　　　発注機関が建設工事等を発注する際に必要となる情報を正確かつ迅速に提供するとともに、
　　　県が発注する建設工事等の正確な契約情報を管理する必要がある。
　　　　そのため、開発中の新電子入札システムとの連携が確実に正しく機能実装できるように、
　　　新電子入札システム開発と歩調を合わせ、連携するデータ形式の確認及び実機での連携試験が
　　　必要になってくる。
　　　　さらに、平成25年度中及び平成26年度に予定されている消費税率の変更に伴う、マスタデータの登録
　　　及びデフォルト税率値の変更を行う。
（３）事業効果
　　　　新電子入札システムとの確実な連携及び消費税率変更に対応することにより、発注者への正確な情報
　　　提供ができる。
（４）事業実績
　　　平成15年度　基本設計
　　　平成16年度　詳細設計・開発・機器導入
　　　平成17年度　運用開始・機能追加・機能修正
　　　平成18年度　運用(保守)管理・機能追加・機能修正
　　　平成19年度　運用(保守)管理・機能追加・機能修正
　　　平成20年度　機能修正
　　　平成21年度　機能追加・修正
　　　平成22年度　機能追加・修正
　　　平成23年度　機能追加・修正
　　　平成24年度　機能追加・修正
　　　平成25年度　機能修正

（県10/10）

普通交付税（単位費用）
（区分）包括算定経費（細目）企画費
（細節）情報管理等費
（積算内容）電子計算機による情報処理、運用等

　9,500千円×2人＝19,000千円

前年との
対比

― 総務部 B39 ―
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